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１.エネルギー政策 

 
① ⽇本の電⼒について 

Ｑ 原発が動いていなくても電気は⾜りているのではないでしょうか。 

Ａ：原発が動いていなくても電気が⾜りている感じがするかもしれませんが、全国の⽕⼒
発電所では「焚き増し」、つまり、これまでより多くの燃料で多くの電⼒をつくり、原
発の不在分を賄っています。 
 
これは、私たちが⽀払う電気料⾦に影響を与えています。⽕⼒発電に必要な燃料価格
は震災前より低下していますが、⽕⼒発電⾃体が増加したこと、再⽣可能エネルギー
（再エネ）の買い取りによる負担（再エネ賦課⾦：2012 年度 0.22 円／kWh（家庭）
⇒2017 年度 2.64 円／kWh（家庭））などによって、電気料⾦は上昇しています。 
 
また、電気料⾦のほかにも、⽇本のエネルギー供給は、「エネルギー⾃給率」や「地球
温暖化対策」といった⾯で、⼤きなリスクにさらされています。 
 
資源の少ない⽇本では、電⼒供給の 8 割以上が⽯炭や⽯油などの「化⽯燃料」に依存
しており、エネルギー⾃給率はＯＥＣＤ諸国の中でも 35 か国中 34 位と、⾮常に低い
⽔準です（2016 年度確報値：8.3％）。加えて、電⼒由来の CO2 排出量は、震災前と
⽐べて年間 5,400 万トン増えています。 
 
当然、徹底した省エネの推進や再エネの最⼤限の導⼊も図っていきますが、省エネに
は国⺠⽣活の利便性や企業の経済活動との関係で⾃ら限界があり、再エネについても、
気象条件に影響される供給の不安定性やコスト⾼という課題があり、今すぐ原発を代
替できるものではありません。 
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② 原⼦⼒発電のコストについて 

Ｑ 
福島原発事故の処理や、「核のゴミ」の問題など、原発はコストがかさむと思います。
本当に「安い」と⾔えるのでしょうか。 

Ａ：原発には、発電所の建設費⽤以外にも、万が⼀の事故にそなえる費⽤、最終処分費⽤、
安全対策費⽤、廃炉に必要な費⽤など、様々なコストがかかることは事実です。 
 
東⽇本⼤震災発⽣後の 2015 年に⾏ったコスト計算では、そうした様々なコストをすべ
て盛り込んだ上で、kWh 当たり 10.1 円以上という数値を出しており、原発は、他の
電源よりも、なお安いという結果になっています。この時のコスト計算では、⽯炭⽕
⼒発電は kWh 当たり 12.3 円、太陽光発電（メガ）は kWh 当たり 24.2 円という計算
になりました。 
 
これに対して、「事故の処理費⽤が今の予測よりも増えれば、原発のコストも変わるの
ではないか？」などの指摘もあります。2015 年に⾏ったコスト計算では、そのような
場合も想定し、「廃炉」「賠償」「除染」「中間貯蔵」といった事故処理費⽤などのコス
トが増えると原発のコストはどのように変わるかという分析も⾏いました。具体的に
は、仮に福島原発事故の処理費⽤が 10 兆円増加した場合でも、発電コストへの影響は、
kWh 当たり 0.1〜0.3 円の増加という計算になります。 
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［出典］資源エネルギー庁「⻑期エネルギー需給⾒通し⼩委員会に対する発電コスト等検証に関する報告」 
 
 
２０１４年モデルプラント試算結果の概要、並びに感度分析の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［出典］資源エネルギー庁「⻑期エネルギー需給⾒通し⼩委員会に対する発電コスト等検証に関する報告」 
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③ 核燃料サイクルについて 

Ｑ 
再処理⼯場は稼働しておらず、「もんじゅ」も廃炉が決定され、核燃料サイクルは破綻
しているのではないですか。 

Ａ：核燃料サイクル（軽⽔炉サイクル）については、使⽤済燃料を直接処分する場合に⽐
べて、コストが⾼くなるものの、①⾼レベル放射性廃棄物の量(体積)が約 4 分の 1 に
減少し、②廃棄物の有害度が天然ウラン並みになるまでの期間が約 10 万年から約
8000 年まで短くなり、③資源の有効利⽤などのメリットがあります。 
 
また、⾼速炉サイクルの実現により、使⽤済燃料を直接処分する場合に⽐べて、①体
積が約 7 分の 1 に、②廃棄物の有害度が天然ウラン並みになるまでの期間が約 300 年
まで短くなるとされ、また、③より⼀層の資源の有効利⽤につながるなど、⼤きな効
果が期待できます。 
 
2017 年の六ヶ所再処理⼯場の竣⼯時期の変更は、新規制基準への対応に伴う安全対策
⼯事の増加など、⼀層の安全性向上の観点から⾏われたものです。さらに、「もんじゅ」
は、時間的・経済的コストの増⼤や、新たな運営主体の特定が困難であることなどが
明らかになったため、廃炉措置に移⾏しますが、今後の⾼速炉開発に当たっては、「も
んじゅ」の反省と教訓を踏まえ、「コスト効率性の追求」や「責任体制の確⽴」を図っ
てまいります。 
 
こうした昨今の状況変化によっても核燃料サイクルの意義⾃体は何ら変わるものでは
なく、⾼速炉開発を含めた核燃料サイクルの推進を基本⽅針として取り組んでいきま
す。 
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核燃料サイクルの仕組み 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[出典]資源エネルギー庁ホームページ 
 
 
核燃料サイクルのメリット 
 

 ワンスルー 
（直接処分） 

軽⽔炉サイクル 
（再処理） 

⾼速炉サイクル 
（再処理）（※４） 

資源の有効利⽤ × 新たに１~２割の 
燃料ができる 

軽⽔炉サイクルより 
節約効果⼤ 

⾼レベル放射性
廃棄物の体積 

１ 
＜使⽤済燃料＞ 

１/４ 
＜ガラス固化体＞ 

１/４~１/７（※５） 
＜ガラス固化体＞ 

⾼レベル放射性
廃棄物の有害度
の低下（※１） 

約 10 万年 
＜使⽤済燃料＞ 

約 8 千年 
＜ガラス固化体＞ 

約 300 年 
＜ガラス固化体＞ 

コスト （※２）1.0 
（円/kWh）~ 

（※３）1.5 
（円/kWh）〜 

研究開発段階 
のため、試算なし 

※１ 廃棄物の有害度が、発電に要した天然ウラン総量の有害度レベルまで低下するのに要する時間 
※２ 原⼦⼒委員会試算（2011 年 11 ⽉）（割引率 3％のケース） 
※３ 総合エネ調 発電コスト検証 WG 検証結果（2015 年 5 ⽉） 
※４ 軽⽔炉と⾼速炉の双⽅の活⽤を想定。⾼速炉では、軽⽔炉の使⽤済燃料から抽出したプルトニウム等を活⽤ 
※５ 全体に占める⾼速炉の割合によって改善 
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④ 再⽣可能エネルギーについて 

Ｑ 再エネをもっと推進すべきではないでしょうか。⽇本もドイツの取組を⾒習うべきで
はないでしょうか。 

Ａ：再エネは重要な低炭素の国産エネルギー源であり、⽇本で更なる導⼊拡⼤を図るため
には、①コストの低減、②調整⼒の確保、③系統（送電網）制約の克服という３つの
課題に取り組む必要があります。 

まず、再エネには、他の電源よりも発電コストが⾼いという課題があります。コスト
の⾼さは、国⺠負担に影響を与えます。固定価格買取制度による買取費⽤の⼀部は、
賦課⾦というかたちで国⺠が広く負担していますが、2017 年度の買取費⽤は約 2 兆
7000 億円、賦課⾦は約 2 兆 1000 億円となっています。そのため、中⻑期的な価格⽬
標の設定や⼊札制度の導⼊などの取組も進めています。例えば、事業⽤の太陽光発電
は、固定価格買取制度創設当初 40 円／kWh だった買取価格が今や半額以下になって
います。しかし、海外と⽐べるとまだ⾼く、引き続きコスト低減が必要です。 
 
次に、「発電量が天候に左右されてしまい、発電量の予想が難しい」という再エネの特
徴に対して、南北に⻑い形状の島国でどのように向き合うかという課題もあります。
国と国が陸続きである欧州では、再エネの発電量が天候に左右されたとしても、隣の
国と送電線で融通しあうことができます。電⼒が不⾜した場合には隣の国から余った
電気をもらい、発電しすぎた場合には隣の国に電気を送れば良いのです。しかし、島
国である⽇本では、この⽅法をとることはできません。再エネ由来の電気の出⼒を補
い、バランスを調整する⽕⼒発電などの電源を確保するために、例えば、需給のひっ
迫時などに発電できる能⼒を提供する事業者が⼀定の対価を得ることができる「容量
市場」の検討に取り組んでいます（調整⼒の確保）。 
 
さらに、再エネの導⼊拡⼤に伴って、⽇本の電⼒系統に円滑につなぐことができない
という問題が⽣じてきています。このため、既存系統を最⼤限に活⽤しつつ、再エネ
を円滑に系統に接続するため、⼀定条件の下で系統への接続を認める「⽇本版コネク
ト＆マネージ」という取り組みの具体化が進められています（系統制約の克服）。実際
に、過去の電気の流れを踏まえたより精緻な算出を⾏うことで、この４⽉から接続で
きる再エネの量も増えており、更なるルールの⾒直しに取り組んでいきます。 
 
⽇本で再エネを主⼒電源にしていくためには、こうした取り組みを⼀つ⼀つ積み重ね
ることにより、⽇本ならではの課題を乗り越えていく必要があります。 
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⑤ 使⽤済燃料の貯蔵対策について 

Ｑ 最終処分の話も⼤事ですが、まずは、使⽤済燃料の貯蔵対策を強化する必要があるの
ではないでしょうか。 

Ａ：原発再稼働や廃炉への取組が進展する中、使⽤済燃料の再処理を推進すると共に貯蔵
能⼒の拡⼤を進めることが⾮常に重要です。 
 
取組を強化するため、政府として、2015 年に「使⽤済燃料対策に関するアクションプ
ラン」を策定しました。 
 
同プランに基づき、経済産業⼤⾂と電⼒事業者の社⻑からなる「使⽤済燃料対策推進
協議会」を開催。⼤⾂から、事業者が策定した「使⽤済燃料対策推進計画」(※)を着実
に進めるよう、要請しています(2015、16、17 年)。 
(※)同計画では、使⽤済燃料の貯蔵能⼒について、現状の約 2.4 万トンから、2020 年頃に

約 2.8 万トン、2030 年頃に約 3.0 万トンへの拡⼤を⽬指しています。 
 
また、理解活動(シンポジウム等での使⽤済燃料対策の重要性の説明等)や、貯蔵能⼒拡
⼤の取組への⽀援(交付⾦制度の⾒直し(※))も⾏っています。 
(※) 貯蔵設備の新設・増設や、乾式貯蔵（維持管理の容易さ、施設設置場所の柔軟性、輸

送の利便性等に優れる貯蔵⽅式）への⽀援を強化しています（2016 年 4 ⽉から）。 
 
引き続き、官⺠が協⼒して、使⽤済燃料対策の推進に取り組んでいきます。 
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12 
 

⑥ 原⼦⼒の利⽤と最終処分の関係について 

Ｑ 
まず原発を⽌めて、これ以上放射性廃棄物が増えないようにしてから最終処分の議論
をすべきではないでしょうか。⽇本学術会議も「総量管理」すべきと提⾔したのでは
ないでしょうか。 

Ａ：福島原発事故を踏まえ、省エネや再エネを最⼤限導⼊し、⽕⼒の効率化を進めること
で、どこまで原発依存度を下げられるか徹底的に議論しましたが、資源に乏しい⽇本
において、国⺠⽣活や産業活動を守るという責任あるエネルギー政策を実現するため
には、原発への依存度は最⼤限下げていくが、ゼロにするわけにはいかないという結
論に⾄りました。 
 
経済性（電⼒コスト）や温暖化対策の問題にも配慮しつつ、エネルギー供給の安全性
を確保するためには、安全最優先という⼤前提のもと、原⼦⼒を活⽤していかざるを
得ません。 
 
そうした中で、過去５０年以上にわたって原⼦⼒発電を利⽤してきた結果、既に相当
量の使⽤済燃料が発⽣している以上、将来の原⼦⼒の姿がどのようなものになるにせ
よ、最終処分の問題については、原⼦⼒発電を利⽤してきた我々の世代が真正⾯から
向き合い解決に向けて取り組んでいくべき重要な課題です。 
 
なお、⽇本学術会議が提⾔した「総量管理」には、①将来の廃棄物発⽣量に上限を設
定するという⽅法（すなわち将来的な脱原発）と、②発電単位当たりの廃棄物の発⽣
量をできるだけ抑制するという⽅法があり、どちらを選択するにせよ、国⺠的に議論
していくべきだというのが提⾔内容です。必ずしも廃棄物発⽣量の上限管理とすべき、
という提⾔内容でありません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

「⾼レベル放射性廃棄物の処分について」（平成 24 年（2012 年）9 ⽉ 11 ⽇）（抜粋）
 
総量管理とは、⾼レベル放射性廃棄物の総量に関⼼を向け、それを望ましい⽔準に保つ
ように操作することであるが、その合意としては、「総量の上限の確定」と「総量の増分
の抑制」とがあり、その内実がいかなるものとなるかは、原⼦⼒政策の選択と深く関係
している。 
「総量の上限の確定」とは、総量に上限を設定することであり、社会が脱原⼦⼒発電を
選択する場合には、その脱原⼦⼒発電のテンポに応じて上限が定まってくる。 
「総量の増分の抑制」とは、総量の増加を厳格に抑制することであり、単位発電量あた
りの廃棄物の分量を可能な限り少ない量に抑えこむことに他ならない。 
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２.地層処分の概要 
 

① 地層処分概念の成⽴について 

Ｑ 原⼦⼒発電の利⽤を開始する前から、廃棄物の問題を考えておくべきだったのではな
いですか。 

Ａ：原⼦⼒発電に伴い発⽣する放射性廃棄物の最終処分の⽅法については、原⼦⼒発電の
利⽤が始まる 1966 年よりも前から検討が開始されました。当時は海洋で処分するこ
とが世界的に考えられており、⽇本も 1962 年に最終処分⽅式として深海投棄が検討
されました。その後、海洋に廃棄物を処分するのは適切でないとの考え⽅により、地
下に埋めることが検討され、1976 年から研究開発が進められてきました。  

1999 年に核燃料サイクル開発機構（現在の⽇本原⼦⼒研究開発機構）から、専⾨家や
研究機関による 20 年以上の調査研究を踏まえた報告書「わが国における⾼レベル放射
性廃棄物地層処分の技術的信頼性－地層処分 研究開発第 2 次取りまとめ－」が公表さ
れ、⽇本においても地層処分を事業化の段階に進めるための信頼性ある技術基盤が整
備されたことが⽰されました。 

原⼦⼒発電を開始した当初から処分⽅法は考えられており、その実現に向け、しっか
り対応されてきました。問題は、処分⽅法はあるのに処分場所が決まっていないこと
であり、国⺠や地域の皆さまの理解を得ていくため、2015 年に基本⽅針を改定し取り
組みを⼀段と強化しています。 
 

 ＜第 2 次取りまとめで⽰された内容＞ 
①安全な地層処分に必要な条件を満たす地質環境が⽇本に広く存在し、特定の地質

環境がそのような条件を備えているか否かを評価する技術 
②幅広い地質環境条件に対して⼈⼯バリアや処分施設を適切に設計・施⼯する技術 
③⻑期にわたる安全性を予測的に評価する技術とそれを⽤いて安全性が確認された

こと 
 
地層処分に関する取組の歴史 
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② 地層処分と地上保管について 

Ｑ 地下に埋設するよりも、地上で管理し続けた⽅が安⼼ではないですか。 

Ａ：⾼レベル放射性廃棄物の放射能は、時間の経過とともに減少しながらも、⻑く残存し
ます。その処分⽅法については、地層処分や、宇宙にロケット等で打ち上げる宇宙処
分、海の底に廃棄する海洋底処分、南極の氷の下に処分する氷床処分といった最終処
分、あるいは地上での⻑期管理など、様々な⽅法が国際機関や世界各国で検討されて
きました。 
 
地上施設で貯蔵管理する⽅式の場合、それが⼈間の⽣活環境に影響を及ぼさなくなる
まで、数万年といった⻑期間にわたり地上施設を維持・管理していく必要があり、そ
の間には施設の修復や建て替えも必要となります。さらに地震、津波、台⾵等の⾃然
現象による影響や、戦争、テロ、⽕災等といった⼈間の⾏為の影響を受けるリスクが
あります。 
 
⻑期にわたり、このようなリスクを念頭に管理を継続する必要のある地上施設を残す
ことは、将来の世代に負担を負わせ続けることとなり、現実的ではありません。この
ため、⼈の管理を必要としない最終的な処分を⾏うべきであるというのが国際的にも
共通した認識です。 

 
 
 
地層処分以外の処分⽅法に対する評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ※OECD／NEA：経済協⼒開発機構／原⼦⼒機関 

  NWMO：核燃料廃棄物管理機関（カナダ） 

  SKB：スウェーデン核燃料・廃棄物管理会社 

  



 
 

15 
 

③ 直接処分について 

Ｑ 使⽤済燃料を再処理せずに、直接処分する⽅が簡単なのではないでしょうか。 

Ａ：使⽤済燃料を再処理せずに直接処分する場合、再処理した場合のガラス固化体と⽐べ
て、 

①ウラン・プルトニウムが多量に存在するとともに、臨界の可能性がある 
②廃棄体の発熱量・放射線量が⼤きく、⼨法も⼤きく重い 
③必要となる処分場の⾯積が⼤きくなる 

という違いがあります。 
 
このため、ウランやプルトニウムが含まれている使⽤済燃料が核分裂を継続的に起こ
さないようにする対策や、ガラス固化体に⽐べて発熱量が⼤きい廃棄体を封⼊する容
器の対策などについて検討するとともに、⽇本の地質環境条件等での使⽤済燃料の直
接処分の技術的信頼性について評価する必要があります。 
 
幅広い選択肢を確保する観点から、直接処分についても調査研究を進めていますが、
資源の有効利⽤及び廃棄物の量を減らす、有害度を低減するといった観点から、「核燃
料サイクル」を推進することを基本⽅針としており、直接処分への移⾏は想定してい
ません。 

 
 
 
使⽤済燃料とガラス固化体との違い 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［出典］資源エネルギー庁「原⼦⼒政策の課題」平成 24 年 11 ⽉ 基本問題委員会 資料 
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３.リスクと安全対策 
 
① 超⻑期の対応について 

Ｑ 万年単位の話であるが、リスク対応・安全責任はどのように考えているのですか。 

Ａ：⻑期の安全性は、数万年以上という⾮常に⻑期間と、不均質で⼤きな広がりをもつ岩
盤を対象とすることから、実験などによって安全性を直接確認することができません。
そこで、以下のような⼿順で安全性を確認します。これは国際的に共通した考え⽅で
す。 

（１） リスク要因の抽出 
埋設後の⻑期の安全性に影響を与えるかもしれない現象など（リスク要因）を網
羅的に抽出します。 

＜埋設後、数万年以上の⻑期間に渡って考慮すべきリスク要因＞ 
①マグマの処分場への貫⼊ 
②著しい隆起・侵⾷速度 
③鉱物資源の存在 
④⾼い地温、熱⽔や酸性の地下⽔の流⼊ 
⑤断層のずれ 
⑥好ましくない地質環境の特性 

（２） 検討ケースの設定 
リスク要因がもたらす影響（リスク）を定量的に評価するための検討ケースを設
定します。（放射性物質が地表まで移動することにより、⼈間の⽣活環境に与える
影響を様々な要因を考慮して評価するケースなど） 

（３） 解析による評価 
場所の特徴と処分場の設計結果を考慮し、解析モデルと解析に必要なパラメータ
を設定して、⼈間の⽣活環境への影響を算出します。 

 
このような解析により、安全性に及ぼす影響が⼤きい項⽬を抽出し、地下施設の配置
などの設計に反映します。その結果を安全基準と⽐較することで、安全性を確認しま
す。この⼿順を繰り返すことで、リスクをできる限り⼩さくしていきます。安全性を
確認した結果、安全基準を満たさなければ、その場所は地層処分に不適と判断します。 

 
その上で、処分事業における⼀義的責任は事業実施主体であるＮＵＭＯが負います。
安全規制への適合・遵守にとどまることなく、安全性の向上に向けて不断に取り組む
義務を有しています。 
また、ＮＵＭＯは、原⼦⼒損害賠償制度に基づく賠償責任を負いますが、その上で、
ＮＵＭＯが対応困難な事故等が発⽣した場合や、ＮＵＭＯが解散した後については、
国が必要な措置を講じてまいります。 
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リスク要因 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
リスク対応・安全責任の考え⽅ 
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② ガラス固化体の放射能について 

Ｑ ガラス固化体から⼈が近寄れないほど強い放射線が出ると⾔われますが、どの程度危
険か説明してください。 

Ａ：ガラス固化体から出る放射線は、⾦属やコンクリートなどで遮へいすることで⼩さく
することが可能です。製造直後は、仮に真横に⼈間が⽴てば 20 秒弱で⼈が死に⾄るほ
どの⾼い線量が出ますが、厚さ約 2m のコンクリートで遮へいするだけで、その外に
⼈間が⽴ち⼊ることも可能なレベルまで線量が下がります。現在も、⻘森県六ヶ所村
では、そのような仕組みで、ガラス固化体を安全に貯蔵しています（次ページ）。 
 
また、時間とともに放射能は失われ、放射線も下がります。製造後 50 年もたてば、   
ガラス固化体を約 20 センチ厚の⾦属製のオーバーパックに封⼊した場合の外側の表
⾯線量は、１時間で約 2.7mSv まで低くなります。 
 
その後もガラス固化体から出る放射線量は下がり続けます。1000 年後のオーバーパッ
クの外側では、約 0.15mSv/時にまで下がります。 
 
何を注意すべきかと⾔えば、万年単位の⻑い年⽉を通じて、僅かに残った放射性物質
が地下⽔によって地表近くまで運ばれ、遠い将来の⼈間に⼤きな影響を与えないかど
うかです。そうしたことのないよう、⽴地や設計によって対策を講じ、それによって
影響が⼗分⼩さくなることを確認します。 

 

  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

［出典］

 

⽇本原⼦⼒⽂化
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廃棄物貯蔵施設
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図⾯集（6-2-1）

設の貯蔵ピット

 

ト（写真提供：⽇本原燃（株株）） 
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スの影響につ

ッパなどでは
ですか。また
ではないです

つのプレー
辺では、プレ
、地震が頻発
しい影響は避
て、処分場が

層処分に適さ
れた結果、活
下環境は、ヨ
れています。
囲が⽰されて

ートの動きに
が無く、こう
0 万年程度は

200 万年

辺のプレート
部地震調査委員会

動き】 
m/年 
ート） 
年 
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ついて 

は成⽴しても
た、数万年と
すか。 

トがぶつかる
レート間の摩
発したり活発
避ける必要が
が地表に接近

さないという
活断層や⽕⼭
ヨーロッパと
。科学的特性
ています。

については、
うしたプレー

はほとんど変

年前〜現在ま
 

ト 
会編、1997 に加

も、4 つのプレ
という時間軸

る場所に位置
摩擦で歪みが
発な⽕⼭活動
があります。
近することも

うことではあ
⼭活動などの
と同様に我が
性マップには

その⽅向や
ートの動きに

変化しないと

までの⽇本列

加筆 

・地球
的硬
す。
で 5
数百
近い
ｋｍ
プレ
ので

・した
プレ
トと

レートが重な
軸では、海岸

置しています
が蓄積された
動が⾒られま

また、埋設
も避ける必要

ありません。1
の著しい影響
が国にも広く
は、こうした

や速さ（数 c
に関係する活
考えられてい

島 

球表⾯の地殻
硬い部分をあわ

地殻だけでも
5〜7km 程度
百ｍの深さで
いところです
ｍ四⽅であり
レートの広さ
です。 

がって、活断
レートの中の微
と⼀体として動

なる⽇本で地
岸線の位置そ

す。プレート
たり、岩⽯が
ます。活断層
設後の⻑期に

要があります

1970 年代か
響を受けにく
く存在すると
た範囲として

cm/年）は数
活断層や⽕⼭
います。 

とその下のマ
わせてプレー
も⼤陸で 30

度の厚さです。
すからプレー
。また、処分
、⼤陸の⼤き
に⽐べれば点

断層や⽕⼭な
微⼩な部分と
動いていきま

地層処
そのも

トのも
が融け
層のず
に、著

す。 

から⻑
くい⻑
と考え
て既存

数百万
⼭活動

マントルの⽐
ートと呼びま
〜35km、海
。処分場は地
ートの表⾯に
分場の広さは
きさに匹敵す
点のようなも

などを避ければ
として、プレ
ます。

⽐較
ま
海底
地下
に
は数
する
も

ば、
レー



 

 

⑤ 埋

Ｑ 万

Ａ：⼈
の
を
こ
不
全

処
地
ば
確

全
設
の

 
処

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ガ
 
 
 
 
 
 
 

埋め戻し後の

万が⼀、埋め

⼈為的管理に
の隔離性を損
を詳細に把握
ことで、その
不測の事態が
全性の評価を

処分地選定調
地下環境の状
ば、⽌⽔対策
確保できない

全て埋め戻
設後でも、掘
の困難性など
とることとな

処分地選定調

ガラス固化体

（a）廃棄体

・⽂献調査
・現在の状

の不測の事

めた後に不測

に依らず安全
損なう可能性
握し、それを
の発⽣可能性
が⽣じた場合
を実施します

調査において
状況を随時確
策や処分施設
いと判断され

した後も、⼀
掘り返して対
どを総合的に
なります。 

調査により⾃

体の回収のイ

体引き抜き 

査段階から概要調
状況や、過去から

事態について

測の事態があ

全を確保でき
性があるよう
を踏まえて処
性を⾮常に⼩
合のことも考
す。 

て地下環境を
確かめます。
設の設計変更
れれば、地下

⼀定期間は国
対策を取るこ
に考慮し、今

⾃然現象の影

イメージ（引

→ （b）

調査段階にかけて
ら現在までの活動
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て 

あった場合は

きる状態にす
うな事象につ
処分場所の選
⼩さくするこ
考慮してシミ

を詳細に調査
。もし、想定
更などを⾏い
下のガラス固

国の安全規制
ことは可能で
今後規制当局

影響範囲を回

引き抜きから

廃棄体の転

ては、広い範囲
動の傾向を調べ

はどうするの

することが地
ついては、段
選定や処分施
ことができま
ミュレーショ

査しますが、
定以上の地下
います。あら
固化体を回収

制に従い、万
です。不具合
局が検討予定

回避 

ら遮へい容器

転倒  →（c

囲を調べて、⽕⼭
べて将来を推測し

のですか。 

地層処分の⽬
段階的な調査
施設の配置な
ます。その上
ョンを⾏い、

処分施設の
下⽔の湧⽔な
らゆる対策を
収し、地上施

万が⼀のこと
合による影響
定の規制基準

器への格納ま

c）遮へい容

⼭や活断層などを
します。

⽬標です。処
査の中で地下
などの設計を
上で、遠い将

⻑期にわた

の建設着⼯後
などの事象が
を施しても安

施設に戻しま

とに備えます
響の度合いと
準に従い、対

までの⼿順）

容器への格納

を避けます。 

処分場
下深部
を⾏う
将来に
たる安

後も、
があれ
安全が
す。 

す。埋
と回収
対策を

 

納 



 

 

４.科

 
① 地

Ｑ 南

Ａ：⽇
そ

具
な
起
れ

ま
表
部

以
る
別

 
地震の
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

科学的特

地震の影響に

南海トラフな

⽇本では頻度
そのため、処

具体的には、
な処分地選定
起こりうる最
れるどうか等

また、廃棄体
表付近と⽐較
部の処分施設

以上のことか
ると推定され
別地点におけ

の影響につい

特性マップ

について 

などの⼤地震

度に多少の差
処分場を選定

、廃棄体や処
定調査の中で
最⼤の地震動
等を検討して

体の埋設後の
較して⼩さく
設に地上と同

から、科学的
れる」地域と
ける調査の中

いて 

プ 

震によるリス

差があるもの
定していく上

処分施設が受
で、過去の地
動を想定し、
ていくことに

の地震のゆれ
くなることや
同程度の⼤き

的特性マップ
として扱うべ
中で評価を⾏
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スクを考慮し

のの、地震の揺
上では、地震

受ける地震の
地震の履歴な
、⼯学的対策
になります。

れによる影響
や、廃棄体と
きな影響が及

プでは、全国
べきようなも
⾏い、対応を

しなくても良

揺れから逃れ
震の影響も考

の影響につい
などを綿密に
策によって構

 

響は、⼀般論
と岩盤が⼀緒
及ぶことは考

国⼀律の基準
ものではない
を検討します

良いのでしょ

れられる地域
考慮します。

いて、個別地
に調査・評価
構造や機能の

論として、地
緒にゆれるこ
考えにくいで

準で「好まし
いと整理して
す。 

ょうか。 

域はありませ
 

地点における
価するととも
の健全性が確

地下でのゆれ
ことから、地

です。 

しくない特性
ておりますが

せん。

る詳細
もに、
確保さ

れが地
地下深

性があ
が、個
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地震の揺れの観測事例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
地震により地下深部の廃棄体がゆれた場合を模擬した実験 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［出典］第２次取りまとめ（JNC,1999） 
 



 

 

② 沿

Ｑ 
沿
輸
能

Ａ：2
の
を
な
が
 
津
〜

〜

〜

 
○

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

沿岸部におけ

沿岸部でも、
輸送に適さな
能なこともあ

20 ㎞は⼀律
の確保や、輸
を超えても、
な点について
が具体的に検

津波の影響に
〜処分場閉鎖

ばないと考
〜⼀⽅で閉鎖

じて、原⼦
標⾼の⾼い
ます。 

〜なお、船舶
る可能性が
を事業者が

○東⽇本⼤震
地上施設は
潮扉を閉⽌

ける影響に

、津波の影響
ないところも
あるのではな

律に設定した
輸送道路の確
、輸送上の制
ては、処分地
検討していき

については
鎖後は、坑道
考えられます
鎖前までに設
⼦⼒関連施設
いところに地

舶で輸送中の
がある場合は
が検討します

震災（2011.3
は被災したも
⽌）は被害が

について 

響を受けると
もあるのでは
ないですか。

た⽬安です。
確保などが難
制約が⼤きく

地選定調査を
きます。 

： 
道が完全に塞
す。 
設置、使⽤す
設と同様の津
地上施設を設

の場合や接岸
は、あらかじ
す。 

3）の際、岩⼿
ものの、地下
がありません
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ところや地形
はないですか

 

もちろん、海
難しいことも
くない地域も

を受け⼊れて

塞がれますの

する施設（特
津波対策が必
設置するなど

岸中の場合は
じめ防波堤な

⼿県久慈国家
下岩盤タンク
んでした。

形的に険しい
か。逆に、２

海岸線からの
もあり得ます
も存在する可
いただく個別

ので、地下の

特に地上施設
必要です。具
ど⼯学的対策

は、沖合いま
などの⼯学的

家⽯油備蓄基地
クや地下設備

［出典］⼟

いところ、⼈
２０ｋｍを超

の距離が短い
す。また、逆
可能性はあり
別地域毎に、

の処分場には

設）は、個別
具体的には、
策をとること

まで避難する
的対策を施す

地の被災状況
に続くサー

⼟⽊学会岩盤⼒

⼈⼝密集地帯
超えても輸送

い範囲でも、
に、⽬安の

ります。その
、事業者（NU

は津波の影響

別地域の状況
必要に応じ

となどが検討

る、港湾が被
す、といった

況と緊急措置の
ビストンネル

学委員会 HP 

など、
送が可

港湾
20 ㎞

のよう
UMO）

響は及

況に応
じて、
討され

被災す
た対策

の例  
ル（防



 

 

③ 海

Ｑ 
科
あ
い

Ａ：科
や
象
 
な
さ
で
概
が
 
海
い
上
⼭

 
 
沿岸部
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

海域での処分

科学的特性マ
あるのでしょ
いのでしょう

科学的特性マ
や活断層など
象としていま

なお、放射性
されています
で、沿岸海底
概して地形の
が極めて⼩さ

海域を含めた
いますが、塩
上を進めると
⼭・断層の影

部の特性や技

分について

マップでは⼀
ょうか。沿岸
うか。 

マップでは、
どの影響範囲
ます。 

性廃棄物の海
すが、陸域か
底下も処分地
の起伏が⼩さ
さいといった

た沿岸部にお
塩⽔環境下に
とともに、実
影響も含めて

技術対応可能

て 

⼀部の海域が
岸部で処分場

基本的には
囲が陸域から

海への投棄や
から海底に向
地として選択
さいこと、海
た⻑所がある

おいて地層処
における各種
実際に処分地
て綿密に調査

能性 
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が⾊塗りされ
場を作る場合

は陸域を対象
ら連続して海

や、海洋底処
向かってアク
択肢の⼀つと
海底下では⽔
るため、沿岸

処分を実現す
種データの拡
地を選定する
査する必要が

れていますが
合に海域の⽕

象として作成
海域にも及ぶ

処分について
クセス斜坑を
となり得る可
⽔⾯勾配がな
岸海底下での

するために必
拡充といった
る際には、マ
があります。

が、海域で処
⽕⼭や断層は

成しています
ぶ場合は、海

てはロンドン
を延ばし地下
可能性もあり
ないことから
の処分も視野

必要な技術は
た技術の⾼度
マップに掲載

 

処分する可能
は考慮しなく

す。ただし、
海域も⾊塗り

ン条約により
下施設を作る
ります。沿岸
ら、地下⽔の
野に⼊れてい

は概ね整備さ
度化と信頼性
載されていな

能性が
くて良

⽕⼭
の対

禁⽌
こと
部は
流れ
ます。 

れて
性の向

い⽕



 

 

④ 岩

Ｑ 科

Ａ：地
よ
 
そ
っ

 
ま

過
 
⽇
較
積
ま
 
安

 
 

地層
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

岩種・地層の

科学的特性マ

地層処分では
よう、⾼レベ

そのためには
ったように、
しい特性を持

また、それら
した条件を満
過去の研究成

⽇本の地下深
較すると、花
積岩は⽐較的
ます。 

安全な地層処
ととなります

層処分技術に

の要件・基

マップで、岩

は、数万年以
ベル放射性廃

は、埋設箇所
、放射性物質
持つ必要があ

らの好ましい
満⾜していれ
成果から考え

深部は、花崗
花崗岩は⽐較
的軟らかく、

処分が可能か
す。岩⽯の種

に関する国内

基準化につい

岩種・地層に

以上の⻑期に
廃棄物を安全

所の地質環境
質を閉じ込め
あります。

い地質環境特
れば、基本的
えられていま

崗岩と堆積岩
較的硬く、地

地下⽔は岩

かどうかは、
種類だけで優

内の深地層研
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いて 

についても要

にわたり、⼈
全に隔離し、

境が、例えば
める働きや、

特性について
的に岩⽯の種
ます。 

岩が⼤きな割
地下⽔は岩⽯
岩⽯中の鉱物

個別地点ご
優劣をつける

研究施設 

要件・基準化

⼈間とその⽣
閉じ込める

ば酸素が少な
⼈⼯バリア

ては、⻑期的
種類によらず

割合を占めて
⽯中の割れ⽬
物粒⼦の隙間

ごとに処分地
ることはでき

化すべきでは

⽣活環境に影
る必要があり

なく地下⽔の
アが性能を発

的な安定性も
ず安全な地層

ています。こ
⽬の中を流れ
間を流れると

地選定調査の
きません。 

はないでしょ

影響を及ぼさ
ります。 

の流れが緩慢
発揮する上で

も必要です。
層処分は可能

これらの性質
れます。⼀⽅
という特徴が

の中で評価す

うか。

ない

慢とい
好ま

こう
だと

質を⽐
、堆

があり

るこ
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⑤ 社会的側⾯の考慮について 

Ｑ 科学的特性マップだけで処分地の選定が進むのでしょうか。社会的側⾯も考慮すべき
ではないでしょうか。 

Ａ：地球科学的・技術的な観点から処分地の選定を進め、安全確保を最優先することは当
然ですが、処分に適した場所は国内に広く存在していると考えられ、科学的な「最適
地」というものが存在するわけではありません。社会的側⾯も勘案し、地域の理解を
得て、総合的に判断していくことが重要と考えます。 
諸外国でも、地域の⼟地利⽤の現状や⾒通し、地域社会に与える影響、地域の⽅々の
受け⽌め⽅など、様々な社会的側⾯を勘案し、総合的に判断していくこととしていま
す。 
 
国の審議会（※）では、①地域における対話の中で早い段階から社会的側⾯を含めた
議論を⾏うこと、②必要な⼟地や輸送に必要なインフラの利⽤の⾒通しを得ること、
③地域経済や⽇々の⽣活環境に与える影響を住⺠に伝えること、などが重要との提⾔
をいただきました。ＮＵＭＯとして、様々な関⼼に応え、⽅針や考え⽅を具体的にお
⽰しするなど、地域の皆さまや⾃治体との相互理解を深めていきます。 

※2016 年 10 ⽉ 第 29 回放射性廃棄物ワーキング・グループ 
 
なお、フィンランド・スウェーデンでは、NUMO に相当する事業主体が、地域の社会
経済⾯に与える影響を調査したり、社会的側⾯に関する学術的な研究を⽀援したりし
ながら、地域の合意形成に貢献してきました。NUMO としても、そうした調査・研究
を⾏っていきます。 
 
＜社会的側⾯の例（インフラ整備、⼟地確保）＞ 
・地層処分事業の実現には、①廃棄体輸送のインフラ整備（道路・港）や、②処分場建設

に⼟地の確保が必要です。 
・ガラス固化体を陸上輸送する⾞両は、合計で約 150 トンになるような超重量物ですので、

通常の⼀般道路では運べません。セキュリティ上の対応なども考えると、港湾から処分
施設まで、専⽤道路を敷設することが基本と考えています。 

・海上輸送後の荷揚げのための港も必要です。既存の港を利⽤するのみならず、新しい港
を建設する可能性も想定しています。地域の実情に応じて具体化していきます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
  合計約 150ｔ 

 ガラス固化体：約 0.5ｔ×28 本 
 容器：約 100ｔ、⾞両：約 34ｔ 

専⽤輸送船 ガラス固化体の輸送容器 専⽤輸送⾞両 
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地
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［出典

各国の

その他 

⾏する北欧

なぜ、フィン

地層処分事業
地選定などを

こうした中、
が、地層処分
な調査を段階
頼を⾼めてい
住⺠同⼠が情
間をかけて丁

こうした取組
全国的な対話

ンランドの事

における⾼レ

典］諸外国におけ
（（公財）原

の進捗をわが国の

欧の地層処

ンランドやス

業を進める各
を⾏っていま

、フィンラン
分に適した環
階的に実施し
いただけるよ
情報共有や意
丁寧な対話活

組に学び、ま
話活動を丁寧

事例 

レベル放射性

ける⾼レベル放
原⼦⼒環境整備

〔 〕

の地層処分事業段

処分事業につ

スウェーデン

各国とも１９
ますが、必ず

ンド、スウェ
環境であるか
してきたこと
よう、実施主
意⾒交換を⾏
活動に取り組

まずは地層処
寧に実施して

性廃棄物の地

射性廃棄物の処
促進・資⾦管理

〕は現段階での

段階に相当する位

 

30 

ついて 

ンは事業が進

９７０年代頃
ずしも順調に

ェーデンが先
か、⼯学的に
とはもちろん
主体が国⺠や
⾏っていただ
組まれてきた

処分について
ていきます。

地層処分事業

処分について 20
理センター制作）

の事業の進捗を⽰

位置で⽰してい

進んでいるの

頃から、⻑年
に進んでいる

先⾏している
に対応可能で
んのこと、地
や⾃治体にさ
だける場を積
たことが挙げ

て関⼼や理解
 

業の進捗状況

018 年版 
を引⽤

⽰しているものの

います。段階の構

のでしょうか

年にわたって
るわけではあ

るのは、処分
であるかなど
地層処分の安
さまざまな検
積極的に設け
げられます。

解を深めてい

況 

の、計画の中⽌な

構成・順序は各国

か。 

て研究開発や
ありません。

分事業の実施
どについて、
安全性につい
検討材料の提
けるなど、⻑

 

いただけるよ

などで変更があ

国で異なります

処分
 

施主体
綿密
て信

提供や、
い時

う、

 あり得る 

す。 



 

 

 
諸外国
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［出典

国の⽐較 

典］諸外国におけ
（（公財）原

ける⾼レベル放射
原⼦⼒環境整備促

射性廃棄物の処
促進・資⾦管理
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処分について 20
理センター制作）

18 年版 
を引⽤ 

（2017 年 12 ⽉末時点）
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② ⾵評被害について 

Ｑ ⾵評被害が広がらないような対策が必要ではないでしょか。 

Ａ：地層処分を適切に⾏えば、本来、放射性物質により地域の⾃然環境や農⽔産品等が汚
染されることはありません。また、廃棄体は起爆性もないものですから、施設の周辺
の⽅々が緊急避難しなければならないような事態も想定されません。 
 
⾵評被害を防ぐためには、事業を受け⼊れていただく地域というよりも、むしろその
他の地域の⽅々（消費者や観光客の皆様）にこうした正確な情報が伝わることが重要
です。⼤都市等を含めて、⼀⼈でも多くの⽅に地層処分の仕組みや安全確保策につい
て理解を深めていただくよう、わかりやすい情報提供と全国的な対話活動を進めてま
いります。 
 
将来的には、受⼊れていただける地域のニーズを踏まえて、例えば地域の農産品や観
光資源を消費者にＰＲする取組や、他地域の⼈との交流を拡げてそうした地域資源に
触れていただく機会を増やすなど、⾵評被害等のマイナス影響を予防する取組も検討
していきたいと考えます。 
 
なお、既に処分場所が決まったフィンランドやスウェーデンの受⼊れ⾃治体には⼀次
産業も観光業も存在しますが、いわゆる⾵評被害についての懸念は⼤きくなく、地域
全体のイメージが良くなると判断したと伺っています。 

 

  



 

 

 
＜フ

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜N

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

フィンラン
・事業主体で

時候補にな
の評価を⾏

・その結果、
ナスの影響
果が⽣じる

NUMO とし
・国の基本⽅

について、
す。 

・各段階の調
かりと検討
総合的にご

ドの社会経済
であるポシヴ
なっていた４
⾏いました。
、どの⾃治体
響が出ること
ると⾒込まれ

処分場⽴地

て実施する社
⽅針において
、関係住⺠の

調査では、地
討を⾏うとと
ご判断いただ

済影響調査に
ヴァ社は、19
４つの⾃治体

 
体においても
とはないと評
れました。

地による社会

社会経済影響
て、ＮＵＭＯ
の関⼼を踏ま

地域の安全を
ともに、地域
だけるように
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について＞
999 年に作成

体について、

も、農業・観
評価され、む

会経済⾯への

響調査につい
Ｏは、「最終処
まえつつ、調

を第⼀に、安
域との共⽣な
に進めてまい

成した環境影
処分場⽴地

観光業・不動
むしろ雇⽤創

の影響に関す

いて＞ 
処分事業が地

調査を⾏うも

安全確保に関
などの社会的
いります。

影響評価報告
地が社会経済

動産価値に対
創出や⼈⼝増

る評価項⽬ 

地域の経済社
ものとする」

関する技術的
的な事項から

告書において
済⾯に及ぼす

対して、特に
増加などの経

社会に及ぼす
こととして

的な事項から
らも検討を⾏

て、当
影響

マイ
経済効

す影響
いま

しっ
い、
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③ 過去の応募について 

Ｑ 過去に⽂献調査に⼿を挙げた⾃治体では町を⼆分する論争が起こり、応募が取り下げ
られたが、⼆度と⼿を挙げる⾃治体は出てこないのではないか。 

Ａ：これまでに、唯⼀ 2007 年に⾼知県東洋町から応募がありましたが、処分事業について、
その安全性も含めてどういうものなのか、住⺠や周辺地域に対し、国やＮＵＭＯから
⼗分な情報提供や意⾒交換ができませんでした。結果として安⼼と信頼を得ることが
ないままに応募⼿続きが先⾏したものであったため、町を⼆分する論争となり、最終
的に応募が取り下げられました。また受け⼊れ反対の動きは、東洋町だけなく、広く
県内及び隣県の⾃治体まで広がりました。 

 
こうした経緯から、この問題を社会全体の問題として考えて頂き、受⼊地域に対する
敬意や感謝の念を持つことが必要であるとの認識が広く共有されるよう、まずは広く
全国の皆さまに地層処分に対する関⼼や理解を深めて頂くことを⽬指し、全国できめ
細やかな対話活動に取り組むこととしました。また、関⼼を持って頂いた地域の⽅々
には、国・ＮＵＭＯが地域とコミュニケーションを重ね、専⾨家派遣による勉強会や
地下研究施設の⾒学会の開催など、地層処分事業について深く知っていただく機会を
提供することなどを通じて、地域における受⼊れの判断に必要な情報を提供していく
考えです。 

 
 
 

⾼知県東洋町の経緯 
 
 
 
 
 


